
国における再エネ関連委員会等開催状況（2025.5 月分）  

月日 内   容 

5/7 第 9 回 次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/perovskite_solar_cell/009.html を基にして作成 

●次世代型太陽電池に関わる動向について ※トピックスにポイントを記載 

●ペロブスカイト太陽電池の事業化に向けた取組について  

・積水ソーラーフィルム株式会社 ・パナソニック ホールディングス株式会社  

●ペロブスカイト太陽電池の導入について  

・東京都 ・福島県 ・愛知県 ・福岡市 ・日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP） 

5/19 第 1 回「燃料電池商用車の導入促進に関する重点地域」を選定 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/press/2025/05/20250519004/20250519004.html を基にして作成 

●経済産業省は、水素モビリティの導入を促進するため、水素社会推進法における基本方針に基づき、トラック等 

の燃料電池商用車の需要が相当程度見込まれ、地方公共団体の意欲的な活動が見られる地域を「重点地 

域」と定め、先行需要を創出するとともに、周辺需要の喚起を図っていくこととしている。 

今般、「重点地域」の第 1 回目の募集を行い、6 つの地方公共団体を中核とする 5 つの重点地域を選定した。 

5/21 第 31 回 産業構造審議会 保安・消費生活用製品安全分科会 電力安全小委員会 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/hoan_shohi/denryoku_anzen/031.html を基にして作成 

●再生可能エネルギー発電設備を巡る保安上の課題と対応の方向性  

●太陽光発電システムを長期に安心・安全に運用する JPEA の活動  

●保安意識向上のための取組み ～洋上風力メンテナンスに係る人材育成の取組みおよび今後の活動について～  

5/27 

 

総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導

入・次世代電力ネットワーク小委員会（第 73 回） 

出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/saisei_kano/073.html を基にして作成 

●関係省庁ヒアリング 

5/30 地域と共生する再生可能エネルギー導入に係る市町村説明会の開催結果について 

出典：福島県企画調整部エネルギー課ウェブサイト 

https://www.pref.fukushima.lg.jp/sec/11025c/r7saienesetumeikai.html を基にして作成 

●福島県では、経済産業省の御協力の下、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 

（再エネ特措法）の改正による事業規律強化や、再エネ発電設備に関する現地調査の結果等についてお知らせ 

するとともに、国と県、市町村における一層の連携強化を図るため、市町村向けの説明会を開催した。 

5/31 『再生可能エネルギーの固定価格買取制度』に基づく再エネ出力制御指示に関する報告 

出典：東北電力 NW ウェブサイト 

https://setsuden.nw.tohoku-epco.co.jp/common/demand/seigyo_shiji_tounen.pdf を基にして作成 

●直近の情報：東北電力 NW の出力制御は東北エリアで、5 月に 23 回の指示があり、実績として 23 回行 

われた。 

※青文字部分を Ctrlキーを押しながらクリックするとリンクされます 
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再エネ等動向調査（R7.5） トピックス 

第 9 回 次世代型太陽電池の導入拡大及び産業競争力強化に向けた官民協議 

●次世代型太陽電池に関わる動向について  

1.政府方針・施策について 

◆「次世代型太陽電池戦略」（2024 年 11 月）の概要 

太陽電池産業を巡る過去の反省も踏まえ、官民が連携し、世界に引けを取らない「規模」と「スピード」で、量産技術の 

確立・生産体制整備・需要創出を三位一体で進める。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

次世代型太陽電池戦略の進め方（イメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/perovskite_solar_cell/009.html


出典：経済産業省ウェブサイト 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/perovskite_solar_cell/009.html を基にして作成 

2.戦略の進捗について 

◆戦略の進め方 

①量産技術の確立について 

○2025 年度までに 20 円/kWh、2030 年度までに 14 円/kWh が可能となる技術確立を目指す。  

※「次世代型太陽電池の開発プロジェクト」(648 億円：GI 基金)にて技術開発を支援。 

②生産体制整備について 

○ペロブスカイト太陽電池について、2030 年を待たずに GW 級の量産体制構築を目指す。 

次世代型太陽電池導入拡大と産業競争力強化に真に資するものに支援対象を重点化し、強力に投資促進していく。  

③需要創出支援について 

○ペロブスカイト太陽電池の早期の社会実装に加え、事業者の一定の投資予見性を確保し、生産体制構築を促す観点 

から、その需要の創出を行う。量産化による価格低減、更なる導入拡大につながる好循環の形成を目指す。 

～導入初期における重点分野～ 今回の議論内容 

・今年度より一部企業にて事業化が開始し、導入補助を開始するところ、導入初期段階における需要家の支援におい 

 ては、導入拡大と生産体制整備に向けた予見性確保の観点から、フィルム型ペロブスカイト太陽電池の導入に係る 

重点分野を以下のとおり設定していくこととしてはどうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～大都市における導入目標～ 今回の議論内容 

・東京都では、独自の支援策を実施するとともに、2040 年に２GW の導入目標に向けたロードマップを策定。 

官民協議会に参加いただいている各自治体においても、今年度より次世代型太陽電池の社会実装に向けた施策の 

整備が本格化している。 

・今後、GW 級の導入が期待できる他の大都市圏においても、導入目標の設定や、その実現に向けた取組を進めて 

いくこととしてはどうか。 

～設置・施工ガイドライン等の取組状況～ 

・2050 年の CN 実現に向け、太陽光発電設備の用途拡大・高効率化や、新市場への導入に向けた課題解決に資す 

る技術開発を NEDO にて支援。  

・台風、積雪、豪雨の被害発生による発電設備の安全性への懸念や、傾斜地や農地水上設置等の環境の拡大、さら 

には建物の屋根・壁面への追加的な導入への必要性を踏まえ、太陽光発電の導入に必要な設置・施工に関しては 

設置対象等に応じ適切な設置・施工がされるようガイドラインの検討・策定を進めた。 

  ～フレキシブル太陽電池の設置・施工ガイドラインの進め方～   今回の議論内容 

・安全性を考慮したフレキシブル太陽電池の設置・施工ガイドラインについて、今年度中に作成・公表すべく、国交省を 

含む関係省庁をオブザーバーとする有識者 WG を開催する予定。 


